
農業集落排水事業

平成 29 年 3 月 （令和８年３月時点修正）

令和 7 年度 令和 16 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度
（ ｈ ａ あ た り ）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

　　28.2人 無

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（全部適用）

美咲町農業集落排水事業経営戦略

吉岡処理区　平成２０年度

岡山県美咲町

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



② 使　用　料

3,300 円 3,178 円

3,300 円 3,117 円

3,300 円 3,023 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

業務用使用料体系と同じ

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

農業集落排水　１施設（吉岡地区浄化センター）
令和６年度には農業集落排水飯岡処理区の飯岡地区浄化センターを廃止し、柵原浄化センターへ接続しました。

処 理 区 数
農業集落排水　１処理区（吉岡処理区）
令和６年度に農業集落排水の一部処理区（飯岡処理区）を特定環境保全故郷下水道（柵原処理区）へ統廃合したことにより、１
処理区へ減数。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

令和６年度に農業集落排水の一部処理区（飯岡処理区）を特定環境保全公共下水道（柵原処理区）へ統廃合しました。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

１カ月の基本料金を1,650円とし、使用人数に応じて課金する定額制人員割で料金を計算しています。
○基本料金　　　　　1,650円（消費税込み）
○定額制人員割　　１人につき550円（消費税込み）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

1カ月の基本水量を10㎥とした従量制の料金体系としています。
○基本料金　　　2,200円（消費税込み）
○従量使用料　11㎥から１㎥当たり　165円（消費税込み7）



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和６年４月1日より地方公営企業法の全部を適用して事業を実施しています。添付の経営比較分析表は、法非適時のものです。経費回収率は100％を大きく下
回っており、使用料の見直しを含めた改善策の検討を行うとともに、未接続者への積極的な接続推進を図るなど接続率向上に努めます。

職 員 数 上下水道課職員８人

現時点で活用の実績なし

現時点で活用の実績なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

現時点で活用の実績なし

現時点で活用の実績はありませんが、導入に向けて検討予定です。

 イ　指定管理者制度

浄化センターとマンホールポンプの維持管理及び保守業務等の委託を行っています。

民 間 活 用 の 状 況

上下水道課



２．将来の事業環境

（１）

（２）

処理区域内人口の予測

平成30年3月推計の国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計値では、令和７年（2025年）の総人口を11,987人、令和12年（2030年）の総人口を10,885人、
令和17年（2035年）の総人口を9,858人と予測しており、この10年間で約2,200人と約20％近く減少することが見込まれています。処理区域内人口も同様に、総人口
に伴い減少する見込みです。

有収水量の予測

面整備が完了しており、将来人口の推計値の減少や節水機器の普及などにより、年間有収水量も減少する見込みです。
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（３）

（４）

（５）

使用料収入の見通し

定額制人員割により使用料を算定しており、今後の人口減少を考慮すると、年々減少する見込みです。料金体系を含め、使用料の改定を検討する必要があり、公
営企業会計移行後５年以内の使用料改定の検討を実施します。また、未接続世帯もあるため、農業集落排水に対する理解と接続推進の働きかけ（広報活動の充
実、戸別訪問の推進）を実施し、接続率の向上を目指します。

施設の見通し

供用開始後１５年以上を経過し、耐用年数が経過した設備や経過を迎えようとしている設備があり、故障や機能停止などのリスク増大が懸念されます。最適整備構想
に基づき、施設の適正な管理や早期の修繕で可能な限り耐用年数を延ばし、修繕費等の増加を抑制していきます。また、高齢化及び人口減少等が進む中、維持管
理費を抑制し将来にわたる事業の継続性を維持するため、設備更新においては省電力型の機器類への転換を図るなど維持管理費の縮減に向けた取組を実施して
いきます。
また、人口減少を考慮して、将来的に特定環境保全公共下水道への統廃合を視野に入れた、処理施設の集約化と効率化を図っていく必要があります。

組織の見通し

今後、施設の老朽化が進み改築更新業務が増加する場合、業務の増加に対応できるように、従事職員数を十分に確保することが課題となります。職員が代わっても
ノウハウの継承が行えるよう業務の見える化や共有、研修の充実などを図っていきます。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

令和５年度に農業集落排水施設の一部を特定環境保全公共下水道へ接続する事業が完了し、区域内の面整備は概ね完了しました。今後は、老朽化した設備の更
新を重点に、最適整備構想に基づく計画的な点検、改修、修繕を行いつつ、隣接する特定環境保全公共下水道との再編・集約の検討を行います。

　　吉岡地区浄化センター　R8～R12
　　中継ポンプ　R9
　

効率的な施設整備と適正な管理や使用料金の適正化に努め、経常収支の均衡を考慮した、独立採算制を原則とする健全経営の持続を図ります。

○令和５年度における水洗化率は88.11％となっており、類似団体平均を上回っています。この水準を維持することを目標に、未接続者への戸別訪問、広報紙を活
用した水洗化促進の啓発など水洗化率向上に向けた対応を実施し、使用料の増収を図ります。

○経費回収率は100％を大きく下回り、令和５年度は前年度より大幅に減少しています。水準を引き上げるため、使用料改定の検討、他の財源確保、維持管理費の
縮減に向けた取り組みなどを実施していきます。

○令和６年度から公営企業へ移行し、複式簿記会計へ会計方式を切り替えました。経営、資産等の状況の正確な把握や弾力的な経営を目指し、よりきめ細やかな
経営分析を基に農業集落排水事業を進めていくための下水道財政の経営基盤強化を図ります。

○下水道使用料や一般会計からの繰入額の想定などをふまえ、適切な財政見通しに基づいた実施可能な事業量の検討を行い、整備スケジュールを策定します。

○民間活力の導入による新たなビジネス機会の拡大と公的負担の抑制を図るため、ウォーターPPP導入など抜本的な改革への取り組みを検討するとともに、大きな
計画変更時には経営戦略の見直しを行います。また、特定環境保全公共下水道、農業集落排水の施設において、総合的に判断し、統廃合することにより、効率的
で経済的な事業運営に努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

最適整備構想及び維持管理適正化計画に基づき、計画的に老朽化施設の更新を実施します。また、将来にわたる事業の継続
性を考慮した予防保全型の維持管理を推進します。目 標



　

②　収支計画のうち財源についての説明

○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　想定を超える少子高齢化の進行と人口減少により、使用料収入は減収し、農業集落排水事業の経営状況を悪化させることになります。さらには町全体の財政状況
の悪化につながる可能性も考えられます。そのため、公営企業会計移行後５年以内に使用料改定を検討し、その後も使用料改定を段階的に行いながら、一般会計
からの補助金を段階的に減少させ、町財政への負担を低減する方針とします。

○企業債に関する事項
　面整備が完了し、今後は改築更新に係る企業債の発行のみとなる見込みです。

○交付金・国庫補助金に関する事項
　農業集落排水施設整備事業（補助率　1/2）を活用しています。

○繰入金に関する事項
　収益予算の維持管理費のうち、下水道使用料で賄えない部分を一般会計からの繰入金としています。
　資本予算では、主に企業債返済に充てる為の財源を一般会計からの繰入としているため、企業債の返済が順次完了することに伴い、減少していく見込みです。

目 標
使用料改定を段階的に行いながら、一般会計からの繰入金の減少を目指します。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

○民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
施設の維持管理に係る委託料は、現在の民間委託を継続しつつ、他団体の動向を注視しながら、PPP/PFI等の導入を検討していく予定です。

○職員給与費に関する事項
当面は現状の組織体制での業務執行となるため、近年の決算額と同等程度としました。将来的に、官民連携範囲の拡大、業務・組織・体制の見直しなどと合わせて
適切な職員配置や給与費などについて検討します。

○動力費に関する事項
処理場への流入水量の大幅な増加は見込まれず、電力使用量は横ばいで推移すると考えられますが、計画策定時において世界情勢に起因したエネルギー調達
経費の増加に歯止めがきかず、動力費は大幅に上昇している状況であり、今後の見通しも不透明です。このため、動力費は、高騰分を反映したものとなっておりま
す。

○薬品費に関する事項
過去の実績をもとに推計しました。

○修繕費に関する事項
老朽化による修繕費の増を最適整備構想に基づく更新で抑制することから、修繕費は一定額で見込んでいます。

○委託費に関する事項
最適整備構想に基づき予防保全型の維持管理へ移行するため、点検費用等を計上しています。今後は、包括的民間委託等の段階的導入を視野に入れ、より効率
的・効果的な業務委託について検討します。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

活用する資産がないため見込みません。

継続的に新規接続の推進や経費の削減等を行ったうえで、今後の経済情勢や生活への影響に配慮し
ながら、公営企業会計移行後５年以内に、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を実施し、その
後も段階的な見直しの検討を予定しています。

使用料の見直しに関する事項

特になし。

地元業者との連携を強化し、官民連携範囲の拡大等について検討を進めます。今後は多様化・高度化
する課題、ニーズへの対応などが見込まれるため、ＰＰＰ/ＰＦＩ等の民間活力の活用を検討し、職員が企
画立案業務や課題などへ一層注力できるよう、運営体制の構築を図ります。

最適整備構想において、リスク評価に基づき事業量の平準化を考慮した投資計画としています。

令和５年度に農業集落排水施設の一部を特定環境保全公共下水道へ統廃合しました。その後の経営
状況にもよりますが、残る吉岡処理区についても特定環境保全公共下水道への施設の統廃合を検討す
る必要があります。その検討結果を踏まえ、施設規模・処理方式の適正化の検討を行い、効率的な事務
運営を目指します。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 特になし。



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

経営戦略を毎年度決算状況と比較・検証して進捗管理を行いつつ、PDCAサイクルに基づき各施策の達成状況を管
理します。見直しについては５年ごとに行うこととしますが、施設の統廃合など投資計画に大きな変更が生じる場合
は、必要に応じて見直すこととします。

職員給与費に関する事項 使用料徴収事務を水道事業に委託することにより業務の効率化、費用の削減を図ります。

動力費に関する事項
照明器具のLED化や機器更新時の省エネルギー機器の導入など電力使用量の抑制に向けた整備を図
ります。

修繕費に関する事項 予防的修繕を計画的に行い、施設の長寿命化と修繕費の軽減に努めます。

委託費に関する事項 委託業者の発注項目・方法の見直しを検討し、委託費の軽減に努めます。

その他の取組 特になし。

薬品費に関する事項 過去の実績をもとに推計しました。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

他団体の動向を注視しながら、先進自治体などの事例を参考に、費用対効果と実施の可能性を検討し
ます。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 11,802 12,000 12,007 12,000 11,995 11,990 11,995 11,756 11,521 11,290 11,065
(1) 11,802 12,000 12,005 11,988 11,983 11,978 11,983 11,744 11,509 11,278 11,053
(2) (B)
(3) 2 12 12 12 12 12 12 12 12

２． 61,840 62,450 52,306 51,683 51,284 49,426 47,658 46,639 45,649 44,066 42,562
(1) 46,643 46,797 37,328 36,955 36,585 34,756 33,018 32,028 31,067 29,513 28,038

6,194 5,614 2,418 2,423 2,428 2,433 2,437 2,442 2,447 2,452 2,457
40,449 41,183 34,910 34,532 34,157 32,323 30,581 29,586 28,620 27,061 25,581

(2) 14,753 14,753 14,753 14,723 14,694 14,665 14,635 14,606 14,577 14,548 14,519
(3) 444 900 225 5 5 5 5 5 5 5 5

(C) 73,642 74,450 64,313 63,683 63,279 61,416 59,653 58,395 57,170 55,356 53,627
１． 90,887 80,063 60,699 78,367 78,456 78,544 78,632 78,721 78,811 78,900 78,990
(1) 1,014 18,650 18,707 18,763 18,818 18,875 18,932 18,988 19,045

802 8,890 8,917 8,944 8,970 8,997 9,024 9,051 9,078

212 9,760 9,790 9,819 9,848 9,878 9,908 9,937 9,967
(2) 65,336 54,512 34,160 34,217 34,275 34,332 34,390 34,448 34,506 34,564 34,623

9,833 10,359 10,877 10,910 10,942 10,975 11,008 11,041 11,074 11,107 11,141
3,952 6,197 6,550 6,570 6,589 6,609 6,629 6,649 6,669 6,689 6,709

968
50,583 37,956 16,733 16,738 16,743 16,748 16,753 16,758 16,763 16,768 16,773

(3) 25,551 25,551 25,525 25,500 25,474 25,449 25,424 25,398 25,373 25,347 25,322
２． 5,004 5,505 5,046 34,538 32,583 30,754 29,079 27,601 26,302 24,049 24,049
(1) 4,994 4,605 4,146 29,638 27,683 25,854 24,179 22,701 21,402 19,149 19,149
(2) 10 900 900 4,900 4,900 4,900 4,900 4,900 4,900 4,900 4,900

(D) 95,891 85,568 65,745 112,905 111,039 109,298 107,711 106,322 105,113 102,949 103,039
(E) △ 22,249 △ 11,118 △ 1,432 △ 49,222 △ 47,760 △ 47,883 △ 48,057 △ 47,927 △ 47,943 △ 47,593 △ 49,412
(F)
(G)
(H)

△ 22,249 △ 11,118 △ 1,432 △ 49,222 △ 47,760 △ 47,883 △ 48,057 △ 47,927 △ 47,943 △ 47,593 △ 49,412
(I) △ 22,249 △ 33,367 △ 34,799 △ 84,021 △ 131,781 △ 179,664 △ 227,721 △ 275,648 △ 323,591 △ 371,185 △ 420,597
(J) 67,905 67,769 67,634 67,498 67,363 67,229 67,094 66,960 66,826 66,692 66,559

11,318 11,341 11,363 11,386 11,409 11,432 11,454 11,477 11,500 11,523 11,546
(K) 23,669 23,622 23,574 23,527 23,480 23,433 23,386 23,340 23,293 23,246 23,200

22,786 22,832 22,877 22,923 22,969 23,015 23,061 23,107 23,153 23,199 23,246

883 885 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000
( I )

(A)-(B)

(L) △ 44,236 △ 44,148 △ 44,059 △ 43,971 △ 43,883 △ 43,795 △ 43,708 △ 43,620 △ 43,533 △ 43,446 △ 43,359

(M) 11,802 12,000 12,007 12,000 11,995 11,990 11,995 11,756 11,521 11,290 11,065

△ 375 △ 368 △ 367 △ 366 △ 366 △ 365 △ 364 △ 371 △ 378 △ 385 △ 392

(N)

(O)

(P)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

R8 R13 R14 R15 R16R9 R10 R11 R12

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

1カ月の基本水量を10㎥とした従量制の料

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 3,801△ 189 △ 278 △ 290 △ 700 △ 1,099 △ 1,498 △ 1,898 △ 2,345 △ 2,809 △ 3,288

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

２． 4,264 4,558 4,786 4,795 4,805 4,815 4,824 4,834 4,844 4,853 4,863

３．

４．

５．

６． 9,950 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

７．

８． 660 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

９． 100

(A) 14,214 5,318 27,426 27,435 27,445 27,455 27,464 27,474 27,484 27,493 27,503

(B)

(C) 14,214 5,318 27,426 27,435 27,445 27,455 27,464 27,474 27,484 27,493 27,503

１． 6,769 9,631 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

6,769 5,191 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

２． 22,371 22,786 230,582 228,156 222,524 212,992 188,067 177,845 157,270 142,384 131,354

３．

４．

５． 5,003 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(D) 29,140 37,420 265,582 263,156 257,524 247,992 223,067 212,845 192,270 177,384 166,354

(E) 14,926 32,102 238,156 235,721 230,079 220,537 195,603 185,371 164,786 149,891 138,851

１． 544 13,855 195,935 193,415 187,688 178,062 153,042 142,726 122,056 107,074 95,949

２．

３．

４． 14,382 18,247

(F) 14,926 32,102 195,935 193,415 187,688 178,062 153,042 142,726 122,056 107,074 95,949

42,221 42,306 42,391 42,475 42,561 42,645 42,730 42,817 42,902

(G)

(H) 189,029 2,288,597 189,029 165,387 141,303 116,768 93,905 71,211 49,521 31,627 17,213

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

46,643 46,797 37,328 36,955 36,585 34,756 33,018 32,028 31,067 29,513 28,038

40,449 41,183 34,910 33,946 33,060 33,066 25,667 19,997 13,290 5,000 5,001

6,194 5,614 2,418 3,009 3,525 1,690 7,351 12,031 17,777 24,513 23,037

4,264 4,558 11,409 11,415 11,529 11,535 11,546 11,552 11,598 11,645 11,691

4,264 4,558 11,409 11,415 11,529 11,535 11,546 11,552 11,598 11,645 11,691

50,907 51,355 48,737 48,370 48,114 46,291 44,564 43,580 42,665 41,158 39,729

R16

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 R8 R9 R10 R11 R12

計

そ の 他

R13 R14 R15

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R15

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

R16

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R9 R10 R11 R12 R13 R14R8本年度


